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１．はじめに
　特別支援学校の目的規定である学校教育法第72条
をはじめ特別支援学校に関する法令には「準ずる」や
「準じて」という表現が多々みられる。たとえば、学
校教育法第72条には、「特別支援学校は、視覚障害者、
聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身
体虚弱者を含む。以下同じ。）に対して、幼稚園、小学
校、中学校又は高等学校に準ずる
・ ・ ・
教育を施すとともに、
障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図
るために必要な知識技能を授けることを目的とする。」
（傍点は引用者）とあり、同法第77条には「特別支援
学校の幼稚部の教育課程その他の保育内容、小学部及
び中学部の教育課程又は高等部の学科及び教育課程に
関する事項は、幼稚園、小学校、中学校又は高等学校
に準じて
・ ・ ・
、文部科学大臣が定める。」（傍点は引用者）
とある。特別支援学校小学部・中学部学習指導要領第
２章各教科第１節小学部第１款「視覚障害者、聴覚障
害者、肢体不自由者又は病弱者である児童に対する教
育を行う特別支援学校」には「各教科の目標、各学年
の目標及び内容並びに指導計画作成と内容の取扱いに
ついては、小学校学習指導要領第２章に示すものに準
・
ず
・
る
・
ものとする。」（傍点は引用者）とある。
　学校教育法において、第31条「小学校の修業年限は、
６年とする」を特別支援学校に「準用する」という場
合は、「小学校」を「特別支援学校小学部」と読み替え、
「特別支援学校小学部の修業年限は、６年とする」と
読むことである。しかし、上記の「準ずる」や「準じ
て」の場合は、これまで「本体より低位」１）とか「本則
の教育にはなり得ないで本則の教育に追随し、本則の
教育が変更されれば、それに従って『準ずる教育』も
変更される宿命をもち、主体性のない一段と見下げら
れている」２）という解釈がなされることもあった。この
ような解釈については多くの批判がなされてはいる
が、通常の教育関係者にこのようなとらえ方が根強く
残っていることを感じることも多い。
　では「準ずる」とはどういうことを意味するのか。
まったく同じならば「準ずる」という語は不要であり、
まったく違うのであればこれまた「準ずる」という語
は不要である３）。筆者は、かつて、「準ずる」とは、あ
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る意味において「同じ」であり、他の意味において「違
う」という観点から、「同じ」と「違い」について学習
指導要領の公示時期や領域・教科の構成に視点をあて
て検討した４）。
　公示時期については、最初の盲学校と聾学校の学習
指導要領が小学校学習指導要領改訂の前年に現行（当
時）学習指導要領にもとづいて公示されるという時間
のズレがあったが、徐々にズレが縮まりほぼ同時期に
改訂されるという変化がみられた。領域・教科構成に
ついては、同じ構成ではあるが内容が異なる時期、養
護・訓練の新設によって養護・訓練以外では通常の学
校との共通性をもつが、養護・訓練においては障害種
別に独自性の強い時期、養護・訓練以外では通常の学
校との共通性をもつとともに養護・訓練において障害
児学校としての共通性をももつ時期を明らかにした
（なお、知的障害教育においては、領域・教科の構成
においても内容においても、通常の学校とも他の障害
種別学校とも異なり続けている）。
　本稿では、何が「同じ」で何が「違う」のか、その
「同じ」と「違い」がどのように変容していったのか
を、学習指導要領の変遷に沿いながら、教育目標、教
科の目標・内容、授業時間数、教育課程編成領域に視
点をあてて検討する。なお、主に義務教育とくに小学
校と小学部に限定して検討することにする。
２．学習指導要領制定以前の盲学校、聾学校にお
ける教育課程
　昭和22年３月に制定された学校教育法は、小学校、
中学校の目的と目標を定め（第17条、第18条、第35条、
第36条）、教科に関する事項は、監督官庁が定めると規
定した（第20条、第38条）。この「監督庁が定める」を
受けて同年５月に制定された学校教育法施行規則に
は、小学校、中学校の教科が定められ（第24条、第53
条）、「小学校の教科課程、教科内容及びその取扱いに
ついては、学習指導要領の基準によること」（25条）と
規定された。法的にはこれを受けて最初の学習指導指
導要領である「学習指導要領一般編（試案）」が公示さ
れることになるが、学校教育法が昭和22年３月31日、
学校教育法施行規則が同年５月23日、最初の学習指導
要領は昭和22年３月20日に発表されているので、学習
指導要領の法的位置づけは後付である５）。
　他方、盲学校、聾学校、養護学校（以下３つを合わ
せて表記する際は特殊教育諸学校と記す）に関しては、
「幼稚園、小学校、中学校、高等学校に準ずる教育を
施し、併せてその欠陥を補うために、必要な知識技能
を授ける」（第71条）という目的規定があるのみで、目
標についての条項は設定されなかったし、準用規定も
設定されなかった。目標は後に公示される学習指導要
領に示されることになる。第71条は「目的規定ではあ
るが、（準ずる規定によって）合わせて教育目標的意味
を含んでいる６）」（括弧は引用者）という解釈もあるが、
その解釈にしても「本来ならば法律に規定されるべき
教育目標を、便宜的に学習指導要領において規定した
もの７）」と言わざるをえないのである。目標が学校教育
法における準用規定ではなく、学習指導要領に規定さ
れるということは、小学校の目標は国会で決定される
が、特殊教育諸学校の目標は監督官庁が決定すること
であり、「準ずる」が格下を意味することは明らかであ
る。この「便宜的」措置が60年以上に亘り現在も続い
ていることにも留意したい。
　学校教育法においては、特殊教育諸学校の目標規定
を欠いたまま、特殊教育諸学校の教科等は、小学校等
に準じて、監督庁が定めることが規定されている（第
73条）。これを受けて翌23年には学校教育法施行規則
に準用規定が設けられ、盲学校と聾学校については、
小学校等の教科に関する規定と学習指導要領の基準に
関する規定が適用されることになった。なお、養護学
校については別に定めるとなっており、準用規定も存
在しない。
　盲学校と聾学校の学習指導要領は公示されていな
かったが、これらの学校の義務制は昭和23年から学年
進行で開始されていた。では当時どのような教育課程
が編成されていたのだろうか。
　表１は昭和22年度の学習指導要領一般編（試案）と
宮部による盲学校と聾学校の教育課程表を元に比較し
たものである。文部省は昭和24年から盲学校、聾学校
の学習指導要領作成に着手し、翌年末に一応の成案を
得たが、「当時の盲・聾学校の実態や……小・中・高校を
対象とした『学習指導要領一般編』の改訂が進められ
ていたこともあって、文部省としてこれを公表するこ
とを見合わせた８）」という事情と宮部が当時文部省初
等教育課所属の文部事務官・文部教官であったことか
ら、盲学校、聾学校の教育課程表は当時の学習指導要
領作成における議論が反映されていると判断される。
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　教科の組織は、小学校に準ずるといいながら、盲学
校に「工作」、聾学校に「律唱」、両者に共通して「保
健体育」と「選択学習」という別名称の教科が設けら
れている。聾学校の場合は、教科の示し順にも違いが
あり、国語の次に律唱がきている。
　内容のまとめ方も小学校の国語では「話し方」「作文」
「読み方」「書き方」となっているが、盲学校の国語で
は「はなしかた」「ききかた」「かきかた」「よみかた」
「ことばの理会」のように異なっている。
　小学校の時間数は授業週数を35週（第１学年は34
週）として設定された標準時間数であり、弾力性を持
たせてある教科については、最高限度まで増やすこと
ができることになっている。ただし、「総時間数は、児
童の負担を考えて、……最高総時間を超えないように
したい９）」ので、すべての教科で最高限度までが許され
るわけではなく、最高総時間の範囲内に収まるような
調整が求められている。なお、授業週数が35週を超え
る場合は増加してもよいとされるが、総時間数を超え
ることは望ましくないという記述もみられる。
　盲学校、聾学校の授業時数は、「児童の発達段階と特
殊事情を考慮して、最低時間数を大体小学校の配当時
数に置き、最高時数を定めたところにその特質があ
る10）」とされ、障害があるからこその独自の指導内容を
組み込んだため総時間数が多くなっている。とくに低
学年では、教科別にみても総時間数でみても、小学校
の最高の時間数を最低として設定されている。盲学校
では、第４学年からは総時間数において小学校と同じ
であるが、聾学校の場合は、すべての学年において総
時間数が多くなっている。
　「学習指導要領の基準による」とされても独自の学習
指導要領が存在せず、制度的な拠り所としては小学校
学習指導要領しかなかった。しかし、唯一の学習指導
教育課程からみた「準ずる教育」の検討（２） 129
表１　昭和24～25年頃の小学校、盲学校小学部、聾学校小学部の授業時数配当
※上段は小学校、中段は盲学校、下段は聾学校の教科名と授業時間数である。教科名については、３校
種に共通する場合は、小学校のみを示した。
※昭和22年度「学習指導要領一般編（試案）」と宮部正夫『特殊教育』をもとに作成した。
※聾学校の教科の並び順は、国語、律唱、社会……の順であるが、小学校の並び順に統一した。
※共通する時間配当は１枠で表示した
要領である「学習指導要領一般編（試案）」には盲学校、
聾学校についての記述はなかった。したがって、盲学
校、聾学校は、学習指導要領一般編（試案）を参考に
しつつ、明治・大正・昭和と受け継がれた教育を拠り
所に独自な教育課程を作成していたものと思われる。
当時、小学校をはじめ各学校の自由度が高かったこと
もあり、独自の教育課程を模索した結果が表１に表れ
ている。教育現場の要望を受けて、昭和24年度から一
般の教科書とは異なる独自の文部省著作盲学校用教科
書、聾学校用教科書が編集発行されていたのも傍証と
なろう11）。宮部は、準ずる教育が「児童生徒の能力、個
人差、欠陥等の事情も考慮されることなく劃一的な教
育」12）であり遺憾であると述べており、この期における
「準ずる」は小学校との共通性よりもそれぞれの障害
の独自性が強調されているといえよう。
３．盲学校・聾学校学習指導要領（昭和32年度）
における教育課程
　前述のように、文部省は、昭和24年に盲学校と聾学
校の学習指導要領の作成に着手し、一応の成案を得た
が、当時学習指導要領一般編の改訂が進められていた
こともあって、学習指導要領として公示されることは
なかった。文部省は、昭和30年度から再び盲学校と聾
学校の学習指導要領作成にとりかかり、昭和32年３月
に「盲学校小学部・中学部学習指導要領一般編」、「聾
学校小学部・中学部学習指導要領一般編」が通達され
た13）。はじめて「盲学校小学部・中学部における教育課
程の基準」が示されたのである。ただし、「盲児童・生
徒には、視力障害の程度、失明の時期、入学年齢、教
育歴等を異にしているものが多いから、教育課程の基
準に弾力性をもたせ、各学校の必要に応じうること14）」
と弾力的な運用が前提である。
　この学習指導要領において、制度的には初めて、盲
学校、聾学校の教育目標が示されることになる。「盲学
校における教育の目標」という項には「盲学校各部に
おける教育の目標は，第２章以下に示すとおり幼稚園・
小学校・中学校および高等学校におけるそれぞれの教
育の目標に準ずるが，盲学校教育の場合には，その目
標は普通の幼児・児童・生徒の場合と違って
・ ・ ・
，すべて
視力障害との関連において理解され，取り扱われなけ
ればならない。」（傍点は引用者）とされ、その目標を
理解し、取り扱うために特に留意する点として、「～を
養う」「～を目ざす」「～自信をもたせる」という表現
で７項目が取り上げられている。聾学校の場合は、
「～を身につけさせる」「～を得させる」「～を習得さ
せる」「～を養う」「～ができるようにする」という表
現で６項目が取り上げられている。これらの項目は留
意点だとされているが、目標に類するものだと判断さ
れる。通常の学校との違いだけではなく、盲学校と聾
学校の違いも顕著である。なお、「小学部の教育目標」
の項では、学校教育法における小学校教育の目標が示
された後、「この目標の達成を目ざし，この時期におけ
る盲児童の成長発達に即し前章に示すところ15）に留意
して編成され展開されなければならない。」と記述され
ている。
　「各教科については、目標と留意事項をあげるにとど
め、教科の内容等については、当分の間、小学校およ
び中学校学習指導要領各教科編の基準に準ずるこ
と14）」とし、教科構成は、盲学校小学部においては、小
学校と同じであり、聾学校小学部においては、音楽が
律唱に変更され、教科の並び順においても国語の次に
位置づけられている。小学部における各教科の目標は
昭和26年度の「学習指導要領一般編（試案）」以降に順
次公示された各々の教科編における目標がそのまま提
示された後、この目標を達成するための留意点として
障害に関係する事項が取り上げられている。教科の内
容は示されていない。社会科は昭和26年度の試案では
なく昭和30年度の改訂版に依拠している。
　昭和26年度版学習指導要領と盲学校・聾学校学習指
導要領における各教科等の授業時間数を表２、表３に
示した。授業時間数においては、その示し方、時間配
当、総時間数のどれをとっても小学校との差異が顕著
である。小学校については、２学年でまとめて、教科
群として示し、総時間数以外は比率で示されているの
に対し、盲学校・聾学校は各学年で教科毎に時間数が
示されている。小学校では教科群についてのみ幅を
もって示し、総時間数に幅は用いられていない。盲学
校・聾学校は教科別においても総時間数においても幅
をもった示し方である。小学校においては、教科以外
の時間については基準がないにもかかわらず、盲学校・
聾学校においては教科以外についても時間の基準が示
されている。盲学校と聾学校については、示し方と総
時間数は共通であるが、教科毎の時間配当がかなり異
なる。時間配当が共通なのは、図画工作、家庭、体育、
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教科以外である。全学年に亘って時間配当が異なるの
は、国語と音楽・律唱であり、他は低学年では異なる
時間配当であるが、高学年になるにつれ同じ時間配当
となっている。
　教科構成や教科内容については、前の期に比し、小
学校と「同じ」側面が増加している。しかし、時間配
当において「違い」が顕著である。さらに、時間配当
においては、盲学校と聾学校における「違い」も明ら
かである。その意味では、小学校との「違い」は「何
を教えるか、が異なるのではなく、いかに教えるかの
相違」というとらえが該当するのであろう16）。
　なお、教科書については、昭和24年度から33年度ご
ろまでは一般の教科書とは独自の文部省著作盲学校用
教科書が編集発行されていた。昭和33年以降は一般の
検定済教科書の内容に加除修正を加えて、これを文部
省著作教科書として点訳発行することになった。聾学
校においては、昭和24年度小学部の国語の文部省著作
教科書が編集・発行されたが、昭和30年度以降は一般
の教科書が購入できることになったことに伴い、言語
指導用の教科書だけが発行されている17）。
　養護学校については、当初、教育課程に関する準用
規定もなく、教育課程の編成は教育委員会あるいは学
校任せであったが、学校教育法施行規則の改正（昭和
32年）により、養護学校小学部の教科は国語、社会、
算数、理科、音楽、図画工作、家庭及び体育を基準と
する（小学校と同じ教科構成である－引用者）ことが
規定され、学校教育法施行規則第25条が養護学校にも
準用されることとなった。「学習指導要領の基準によ
る」といっても養護学校の学習指導要領は存在せず、
小学校学習指導要領を参考にすることにはなろう。し
かし、小学校学習指導要領には障害児に対する記述は
ないので、実態はそれ以前とあまり変わらなかったの
ではないかと推測される。したがって、準用規定は、
昭和31年に「公立養護学校整備特別措置法」が制定さ
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表２　学習指導要領一般編（試案）改訂版（昭和26年度）
※上段は盲学校、下段は聾学校を示す。時間数が同じ場合は１枠で表示した。最低、最高の時間数を示す。
表３　盲学校学習指導要領、聾学校学習指導要領の教育課程（昭和32年度）
※総時間数は基準である。
れ、養護学校設置の増加が予想される中での法的整備
の一環としてとらえられる。
４．養護学校学習指導要領（昭和37年度）と盲学
校・聾学校学習指導要領（昭和38年度）にお
ける教育課程
　昭和33年には小学校学習指導要領が法的拘束力を
もつ告示として公示された。昭和38年２月に最初の養
護学校学習指導要領として「養護学校小学部学習指導
要領肢体不自由教育編」（以下「肢体不自由編」）「養護
学校小学部学習指導要領病弱教育編」（以下「病弱編」）
が、３月には「養護学校小学部・中学部学習指導要領
精神薄弱教育編」（以下「知的障害編」）が、翌年３月
には「養護学校中学部学習指導要領肢体不自由教育編」
「養護学校中学部学習指導要病弱教育編」が通達とし
て公示された。昭和39年３月には「盲学校学習指導要
領小学部編」（以下「盲小学部編」）「聾学校学習指導要
領小学部編」（以下「聾小学部編」）が、翌年２月には
「盲学校学習指導要領中学部編」「聾学校学習指導要領
中学部編」が告示として公示された。
　「肢体不自由編」「病弱編」「知的障害編」と「盲小学
部編」「聾小学部編」は、最初の学習指導要領と２回目
の学習指導要領、通達としての学習指導要領と告示と
しての学習指導要領という違いはあっても、「準ずる」
として依拠する学習指導要領はともに昭和33年度版
の「小学校学習指導要領」である。そこで、それらの
「小学校学習指導要領」との異同をみていくことにす
る。
　「肢体不自由編」においても「病弱編」においても、
それぞれの学校教育の目標は示されておらず、この時
点でも肢体不自由養護学校と病弱養護学校の教育目標
は制度的には示されていないことになる。当時の在籍
児童の実態から、できるだけ小学校と同じ教育を施す
という発想が強かったのだと思われる。したがって、
「体育」に代わる独自の教科である「体育・機能訓練」
（肢体不自由）、「養護・体育」（病弱）をのぞき、各教
科の項においては、「肢体不自由編」では、各教科の目
標・内容は小学校に準ずるとして、教科毎に留意事項
を掲げるにとどめ、「病弱編」では全教科に亘る留意事
項が示されるだけで教科毎の留意事項も示されていな
い。独自な教科である「体育・機能訓練」と「養護・
体育」も実態は「体育」に「機能訓練」「養護」を追加
した形であり、「機能訓練」と「養護」については、目
標や内容が示されているが、「体育」については他の教
科と同じ扱いである。
　履修については、「肢体不自由編」では単一障害が対
象として想定されており、「小学校学習指導要領に示さ
れた各教科の内容は原則として履修する」ことになっ
ている。特に必要があれば肢体不自由の状態に応じて
指導する内容を軽減できること、学習の著しく困難も
しくは不可能なものは除くこともやむを得ないことが
示されている。「病弱編」では、小学校への復学が前提
とされており、地域の小学校の指導計画を考慮した指
導計画が求められている。ただし、病弱の程度に応じ
て、各教科の指導計画は、基礎的内容を中心とする指
導計画から小学校における指導計画に近いものまで段
階的に作成することとなっている。
　「知的障害編」においては教育目標が示された。すな
わち、８項目の養護学校教育の一般目標が掲げられ、
小学部・中学部における教育の具体目標として「身辺
生活の確立と処理」、「集団生活への参加と社会生活の
理解」「経済生活および職業生活への適応」の観点から、
それぞれ10項目、11項目、６項目の具体的な目標が示
されている。目標は大きく異なり、内容もまったく独
自であるにもかかわらず、小学校と同じ教育課程の構
造が設定された。この教育課程の構造については、そ
れが当時の知的障害教育の方向と異なることや「教育
課程の基準」という性格をもつがゆえに、当時反対が
大きかったようである。しかし、「名称は普通の小・中
学校の教科名をとるが、その内容は異質なものであり、
しかもその指導形態は教科別に実施されるということ
でなく、実際の授業は、これらの内容が統合された形
でおこなわれるようにするということで解決され
た17）」とされる。学習指導要領解説にも、「これは、決
してわが国の精神薄弱教育の現場における創意とくふ
うが、この学習指導要領で否定されることを意味する
ものではない。18）」とか「はじめて示される教育課程の
基準であるから、この内容にできるだけ柔軟性をもた
すのはもちろん、形式的にも、一足とびに告示という
形をとらず、文部事務次官通達という方法が選ばれて
いる。かならず学習指導要領の全篇を精読して、この
学習指導要領が弾力性に富み、現場の創意くふうの余
地が残されていることを理解されたい。19）」のように、
小学校と同じような教育を強制することではない旨の
浦﨑源次132
記述があちことにみられる。とはいいながら、昭和39
年から翌年にかけて、国語、算数・数学、音楽の教科
書が文部省著作として刊行された。
　「盲小学部編」「聾小学部編」においては、教育目標
の示し方に以前の学習指導要領とは変化が見られる。
すなわち、「盲小学部編」で言えば、最初に「小学校に
おける教育の目標に準ずる目標」が掲げられ、第２項
として「児童の視力またはその他の視機能の障害およ
びこれに起因する心身の発達上の欠陥を補うための次
に掲げる目標」として４項目が掲げられている。「聾小
学部編」においては第２項に５項目が示されている。
ここで初めて、特殊教育諸学校の教育目標レベルにお
いて、小学校に「準ずる」教育と障害に関係する教育
の２本立てであることが明確にされた。
　ここでは「小学校における教育の目標に準ずる
・ ・ ・
目標」
（傍点は引用者）という表現に注目したい。「準ずる目
標」という表現は、極言すればどこか違うことを意味
する。
　「盲小学部編」では、教科の構成は小学校と同じであ
るが、各教科の目標や各教科の各学年の目標・内容は
視覚に関係する部分や視覚障害あるいは視覚障害者に
関係する部分が削除されたり、追加されたり、置き換
えられたりしている。その程度は、教科によって、目
標は同じで内容が異なったり、目標が異なり内容も異
なったりと様々であるが、すべての教科に亘っている。
　「聾小学部編」では教科の構成において、引き続き小
学校の「音楽」に代わって独自の「律唱」が設けられ
ているが、教科の並び順は小学校の音楽の位置である。
同じ教科名称であっても具体的な教科の目標や各教科
における学年の目標が異なっており、その程度は「盲
学校小学部編」より大きい。教科によっては高学年に
なると２学年下の目標や内容に相当する内容が示され
ることもある。目標の一部が削除されている教科もあ
る。なお、両者において、特例として、重複障害や学
習が困難な場合は特別な教育課程を編成することがで
きることも明記されている。
　小学校と特殊教育諸学校の授業時間数を表４に示し
た。「盲小学部編」と「聾小学部編」においては、両者
の第１学年で国語は小学校より多く、図画工作は少な
く配当され、「聾小学部編」で律唱が少なく配当されて
いる。この増減によって総時間数は小学校と同じにな
るよう設定されている。両者とも第２学年以降は小学
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表４　昭和33年度小学校学習指導要領、昭和37～38年度の特殊教育諸学校の教育課程
※盲、聾、肢、病は盲学校、聾学校、肢体不自由養護学校、病弱養護学校を示す。小は小学校と特記し
ない特殊教育諸学校小学部を示す。
※小学校・小学部の１単位時間は45分として計算されている。ただし、病弱の１単位時間は35分として
計算されている。（養護・体育は45分）
※小学校は最低時間数を示す。養護学校は、道徳は最低時間数であるが、他は標準時間数である。盲、
聾学校は道徳と総時間は最低時間数であり、教科は標準である。
※知的障害は含まない。知的障害においては、各教科の合計時間、道徳の時間、総時間の３つのみが示
されており、教科毎の時間数は示されていない。各教科の合計、道徳、総時間は小学校と同じであり、
道徳は最低、他は標準時間数である。
校と同じ時間配分である。
　「肢体不自由編」と「病弱編」においては、「体育・
機能訓練」「養護・体育」の授業時間数が多くなってお
り、その分だけ総時間数が多くなっている。すなわち、
「機能訓練」と「養護」が設定された分だけ総時間数
が増えているということであり、小学校に設定されて
いる教科については、すべて小学校と同じ時間配分と
なっている。「知的障害編」においては、全学年に亘っ
て、全部または一部の教科を合わせて授業ができると
いう規定があり、個々の教科毎の時間数は示されず、
各教科を合わせた時間数と道徳、総時間数の３つが示
されている。
　授業の形態において、小学校は、第１学年と第２学
年において一部の教科を合わせて授業を行うことがで
きることになっているが、知的障害をのぞく特殊教育
諸学校は第１学年から第４学年までにおいて一部の教
科を合わせて授業ができるとされている。時間数の意
味も、小学校は最低時間数を示し、特殊教育諸学校に
おいては、道徳と総時間数は最低時間数であるが、他
は標準時間数となっている。
５．昭和45年度以降の特殊教育諸学校・特別支援
学校学習指導要領による教育課程
　昭和45年度に「盲学校小学部・中学部学習指導要領」
「聾学校小学部・中学部学習指導要領」「養護学校（精
神薄弱教育）小学部・中学部学習指導要領」「養護学校
（肢体不自由教育）小学部・中学部学習指導要領」「養
護学校（病弱）小学部・中学部学習指導要領」が告示
として公示され、すべての学習指導要領が告示になっ
た。
　昭和54年度には、障害種別の学習指導要領ではな
く、特殊教育諸学校を一括した「盲学校、聾（ろう）
学校及び養護学校小学部・中学部学習指導要領」が公
示され、平成元年度、平成10年度の改正を経て、平成
20年度に特別支援学校小学部・中学部学習指導要領が
公示された。
　昭和45年度版においては、盲学校、聾学校、肢体不
自由養護学校、病弱養護学校に共通して、教育目標の
第１項「小学部においては、学校教育法第18条各号に
掲げる教育目標」（小学校の教育目標－引用者）と示さ
れた。前の期における「準ずる目標」の「準ずる」が
削除され、小学校教育そのものの目標と同じことが明
記されたのである。さらにこの期において、肢体不自
由養護学校と病弱養護学校に初めて教育目標が設定さ
れた。教育目標の第２項では、それぞれの障害毎に「視
覚障害に基づく種々の困難を克服するために必要な知
識、技能、態度および習慣を養うこと」のような規定
が設けられた。第２項は、昭和54年度版では、知的障
害を含めすべての特殊教育諸学校に共通する「児童及
び生徒の心身の障害に基づく種々の困難を克服するた
めに必要な知識，技能，態度及び習慣を養うこと」と
変更された。この第２項は昭和45年度版において特殊
教育諸学校共通の教育課程編成領域として新たに設け
られた「養護・訓練」に対応する。
　この「養護・訓練」は、教育課程論的には、これま
で各教科に配当されていた障害に関係する部分を一括
しまとめたものであり、そのことによって、各教科の
構成、各教科の目標・内容を小学校と同じにすること
ができたのである。したがって、聾学校にあった「律
唱」も「音楽」に変更された。
　なお、昭和45年度版「養護学校（精神薄弱教育）小
学部・中学部学習指導要領」において、小学部の教育
目標は「健康で明るい生活をするために必要な心身諸
機能の調和的発達を図ること」のような独自の教育目
標が５つ掲げられたが、ここには「養護・訓練」に対
応する目標は見あたらない。
　知的障害をのぞく４つの特殊教育諸学校において、
昭和45年度版では、小学校学習指導要領に準ずるとし
て各教科の目標と内容は示されず、学校毎に各教科毎
の留意事項が示された。昭和54年度版では「盲学校に
おいては，児童の視覚障害の状態等に応じて，点字又
は普通の文字の読み書きを系統的に指導し，習熟させ
ること」のような教科全体にわたる留意事項が障害種
別に各１項ずつ示され、教科毎の留意事項は示されな
かった。平成元年度版では、教科全体に亘る留意事項
は障害種別に盲学校で５項目、聾学校で６項目、肢体
不自由養護学校で３項目、病弱養護学校で４項目が示
された。この留意事項は、表現に異なる部分もあるが、
平成10年度版、平成20年度版に引き継がれている。平
成20年度版では肢体不自由と病弱の項目数が増えて
いる。
　各教科において、目標と内容が示されなくなったこ
とは、「小学校に準ずる＝小学校と同じ」ということに
なるため、それに対応できない児童についての特例が
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整備される。すでに前の期に重複障害児に対する特例
が示されていたが、昭和45年度版では重複障害児の場
合は、養護・訓練を主として指導できるという特例と
各教科の目標・内容の一部を欠くことができること、
前学年・前学部の目標・内容によって替えるこができ
ることが加えられた。昭和54年度版には知的障害以外
の特殊教育諸学校において知的障害を併せ持つ児童の
特例が加えられた。平成元年度版では幼稚部の目標・
内容の一部を取り入れることができるとされた。
　授業時間については、昭和45年度版は総時間数を小
学校に準ずるとし、知的障害をのぞく特殊教育諸学校
における養護・訓練の時間の標準を105時間と定め、他
の各教科等の配分は適切に定めることとされた。知的
障害については適切に定めるとされた。これは昭和54
年度、平成元年度版にも引き継がれ、平成10年度版で
は自立活動（旧養護・訓練）の時間数も適切に定める
とされた。平成20年度版にも引き継がれている。
　知的障害養護学校においては、昭和45年度版におい
て、独自の教科として「生活」が新たに設定され、社
会、理科、家庭が設定されなかったため４障害とは異
なる教科構成になっている。そして、生活科を含めす
べての各教科について独自の目標と内容が示された。
指導の形態としては、道徳も合わせることができるよ
うになった。授業時間数については、総時間数は小学
校に準ずるとされたが、他は適切に定めるとされ、そ
れには養護・訓練も含められている。以降、小学校に
生活科が新設されるのに伴う変更、養護・訓練が自立
活動に変更されるということを経て現在に至ってい
る。
６．おわりに
　教科という面から整理すると以下のようになる。
　肢体不自由と病弱の学校においては、当初から「機
能訓練」「養護」をのぞき小学校と同じ教科の学習を意
図していた。したがって、違いは、「機能訓練」「養護」
があることと総時間数に「機能訓練」「養護」分が追加
されていることにあった。
　視覚障害、聴覚障害の学校においては、当初、小学
校と「同じ」では児童の発達を図ることはできないと
いうことで、小学校を参考にしつつ独自の教科を設定
したり、同じ教科名称であっても独自の教科の目標や
内容を設定し、時間をかけて丁寧に指導するために授
業時間も多めに設定した。しかし、その後、教科の名
称と目標は小学校と同じにするが（聴覚障害において
は「律唱」が存続した）、授業時間数を多めに設定する
ことで障害に対応することにし、次には、各教科の目
標と内容は独自色を加味するが、基本的には小学校と
同じ授業時間を設定するというように、「同じ」が教科
の目標・内容から授業時間に移っている。授業時間と
いっても、とくに「総授業時間の「同じ」であり、一
部の教科の第１学年のみにおいて異なる授業時間を配
当した際には、増減することによって総時間数を「同
じ」にした。
　昭和45年度には、障害に関係する内容を特殊教育諸
学校独自の内容領域である「養護・訓練」に一括する
ことによって、再び各教科の目標・内容を「同じ」に
することができた。しかし、総時間数を「同じ」にし、
「養護・訓練」の時間を確保することで各教科の時間
は小学校より少なくなってしまった。「養護・訓練」が
「自立活動」になり、自立活動の授業時数の指定がな
くなっても、この状態は続いている。
　知的障害においては、総時間数と教科の名称は「同
じ」であるが、教科の目標・内容、教科の授業時間、
指導形態は「違う」という状況からスタートし、その
後、教科構成は「違う」が総時間数は「同じ」であり、
設定される教科については名称が「同じ」だが、その
目標・内容、指導形態、授業時間数は「違う」となっ
ている。
　知的障害において、教科の目標・内容が「違う」に
もかかわらず教科の名称を「同じ」にせざるをえなかっ
たことに、何が「同じ」でどの程度「同じ」であるか
は別として、「準ずる」が少なくとも何らかの「同じ」
をもたなければならないことが示されている。しかも、
「準ずる」に合わせて大枠を「同じ」にしたため、内
部で「違い」が生じてしまったのである。
　このことは、他の４障害についてもいえる。大きな
枠を同じにしたが、どうしても必要な内容があり、そ
れを特定の教科に追加することによって教科の内部に
「違い」が生じたり、教科の目標・内容は同じにした
が、障害による指導上の配慮から「違い」が生じてい
た。特別支援学校独自のしたがって、小学校とは「違
う」自立活動という領域によって各教科の目標・内容
を「同じ」にすることができたが、総時間数を「同じ」
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にするために各教科の時間数は「違う」という状況に
なっている。
　このようにとらえていくと、「準ずる」とは「同じ」
であるが「違う」という状況があることであり、「同じ」
部分をできるだけ多くし、「違う」部分を減らしていく
方向性を意味するといえるのではなかろうか。しかし、
重度重複障害の児童が多くなるにつれ、「違う」が大き
くなることが予想され、それでも「同じ」といえるの
かという課題は残る。このことについては、学校とし
ては、小学校と「同じ」を基本として、小学校と「同
じ」でない部分は、特例としてとらえていく方向が考
えられる。仮に人数的に特例の児童が圧倒的に多いと
しても、その一人一人の特例は個々に違うのであるか
ら、あくまでも特例としてとらえるのである。
　ここで、重要なのは「個別の指導計画」である。平
成10年度に初めて登場した「個別の指導計画」は平成
20年度からすべての児童に対して教科を含めすべて
の教育課程領域について作成が義務づけられた。いわ
ば、一人一人が個別の教育課程をもっている形であり、
ある意味で、全員が特例になったのである。だからこ
そ、学校の教育課程が、すなわち教育目標の第１項が
「同じ」でありうるのである。それでも第２項に相当
する「自立活動」によって「違う」は維持し続ける。
特別支援学校が「準ずる教育」である理由は教育目標
の第２項、教育課程であれば「自立活動」の存在であ
るといえよう。
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